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研究成果の概要（和文）：本研究では、EUの統合やグローバル化にともない、社会の多様性が

増しているヨーロッパにおいて、国境を越えて活発な議論や実践が模索されている「シティズ

ンシップ教育」に焦点をあわせ、欧州評議会やEUなどの超国家機関の「シティズンシップ教育

」の構想を明らかにするとともに、それが各国で取り組まれている「シティズンシップ教育」

にとのような影響を及ぼしているのかを、ドイツとオーストリアの事例から検証した。 

 
研究成果の概要（英文）：As globalization and development of EU increases, the mobility 
of people and diversity also increase. This leads to the discussion of citizenship 
education not only in European countries but also by the international institutes such 
as Council of Europe and EU. The aim of this research is to figure out the citizenship 
education and educational policies promoted by EU and the council of Europe and to 
analyze the influence of these two transnational institutions upon citizenship 
education in Germany and Austria. 
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１．研究開始当初の背景 

 1993年のマーストリヒト条約によって、

EU 域内の移動と就労の自由、地方参政権

を権利として含む、ヨーロッピアン・シチ

ズンシップ（ヨーロッパ市民権）が認めら

れるようになり、ヨーロッパでは国境を越

えた「シティズンシップ」が現実のものと
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して議論されている。シティズンシップの

概念をめぐっては、T.H.マーシャルの「公

民権」（civil rights）、「政治的諸権利」

（political rights）、「社会権」（social 

right）が、国民国家の形成と結び付けら

れ て 論 じ ら れ て き た が （ Marshall, 

Citizenship and Social Class,1992）、近

年ではグローバル化にともない国境を超

えた人々の移動が進み、定住外国人のよう

に国籍がなくても公民権や社会権が保証

されるデニズンと呼ばれる外国人が存在

している。そのため、W.キムリッカによる

「多文化的シティズンシップ」等、従来の

シティズンシップ概念を見直し、再構築す

る議論が欧米で盛んになってきている。特

に、第二次世界大戦後、デニズンが急増し

ているヨーロッパ諸国においては、価値多

元社会の構成原理としてのシチズシップ

が模索されている。ヨーロッパでは EU の

拡大によりますます進行する価値の多元

化に対応しつつ、域内の民主主義社会をよ

り充実させることが目指されているが、そ

のなかで「シティズンシップ教育」が担う

役割は少なくない。そのため、ヨーロッパ

の各国で「シティズンシップ教育」に関す

る議論や実践が活発化していると同時に、

トランスナショナルな機関である欧州評

議会や EU においても「シティズンシップ

教育」が推奨されている。 

 
２．研究の目的 

本研究では国境を越えて活発な議論や実

践が行われているヨーロッパの「シティズ

ンシップ教育」に焦点をあわせ、欧州評議

会や EU などの超国家機関の「シティズン

シップ教育」の構想を明らかにするととも

に、それが各国で取り組まれている「シテ

ィズンシップ教育」にとのような影響を及

ぼしているのかを、ドイツとオーストリア

の事例から検証することを目的としてい

る。それぞれの国で、超国家機関の提唱す

る新しい「シティズンシップ概念」が、ど

のように受容されているのか、あるいはど

のような葛藤が生じているのか、そして従

来からある「シティズンシップ教育」にど

のように接合され構築されようとしてい

るのか、両国を比較しながら検証していく

のが本研究の目的である。 

 

３．研究の方法 

（１）資料・文献の収集整理 

ヨーロッパにおけるシティズンシップ概

念についての思想および、EU や欧州評議

会のシティズンシップ教育に関する資

料・文献、情報収集および分析。 

①最新の先行研究の収集や検討について、

データベース等を利用し、国際的なレベル

の研究成果を検索し、収集・分析を行う。 

②関連の文献・資料の複写の実施  

 
（２）海外調査 

①超国家機関である EU や欧州評議会にお

ける「シティズンシップ教育」構想を明ら

かにするために、海外調査による資料収集

およびインタビューを行った。 

・2007 年 9 月イタリアのイスプラにある

EU の研究機関（Joint Research Center）

の涯学習研究センター（CRELL:Center for 

Research on Lifelong Learning）を訪問

し、アクティブ・シティズンシップおよび

市民コンピテンシーのインディケーター

開発を行っているホスキンス (Hoskins）

氏を中心にインタビュー調査を行った。 

・2008 年 11 月、ブルガリアで行われた欧

州シティズンシップ教育ネットワーキ

ング会議に参加し、国を超えた欧州レベ

ルのシティズンシップ教育に関するネッ

トワーク構築の動向を調査した。 

・2009 年 3 月ブリュッセルにある EU の欧

州員会（European Commission）を訪れ、

アクティブ・シティズンシップの研究担当

のヒンゲル氏 (Hingel）に、EU 加盟国の

シティズンシップ教育の現状調査やその

達成度をはかる評価基準の作成について

インタビュー調査を行った。 

②ドイツとオーストリアでのシティズン

シップ教育に向けた取り組みの動きに関



 

 

する資料収集、および訪問調査を行った。 

・2007 年 9 月、オーストリア文科省シュ

タインニガー（Steininger） 氏に、オー

ストリアのシティズンシップ教育の現状

と欧州評議会との関連についてインタビ

ュー調査を行った。また、ドイツのボンに

ある連邦政治教育研究所において、ドイツ

のシティズンシップ教育の教材や文献収

集を行った。 

・2009 年 3 月ドイツのギーセン大学にお

いてザンダー教授（Wolfgang Sander）に

ドイツとオーストリアのシティズンシッ

プ教育について、また、オーストリア文科

省のヴィルティッシュ（Wirtitsch）氏に

教員養成におけるシティズンシップ教育

についてインタビュー調査を行なった。 

・2009 年 11 月には同じくギーセン大学の

アプス教授 (Abs）に、ドイツの教員養成

におけるシティズンシップ教育について

インタビュー調査を行った。また、オース

トリア・ウィーン大学においてザンダー教

授及びクレッペ（Kleppe）講師にオース

トリアのシティズンシップ教育について

インタビュー調査を行った。 

 

以上の訪問調査と収集した文献の分析

から、EU や欧州評議会が推進しているシ

ティズンシップ教育が、オーストリア、ド

イツのシティズンシップ教育においてど

のような影響を与えているのか、教育政策

や実践の側面から検証するとともに、その

受容の仕方の相違と背景を分析した。 

 

４．研究成果 

以上の資料文献の収集と分析、訪問調査

を通して以下のことが明らかになった。 

（１）超国家機関の影響 

EU の欧州委員会や生涯学習研究センター

（CRELL）の訪問調査から、ヨーロッパにお

いては「シティズンシップ教育」の構想を広

める欧州評議会の活動とともに、ヨーロッパ

における共通の枠組みをつくり、各国の実践

を計るインディケーターを開発することで、

アクティブ・シティズンシップを促す EU の

活動が相補的に展開していることが明らか

になった。 

しかしながら、両者のアプローチには違い

があり、欧州評議会が「民主的シティズンシ

ップ教育のための教育」について、各国の専

門家とのネットワークの構築と概念や情報

の共有化を図ることに重点をおいているの

に対し、EU はリスボン戦略の到達度を計るた

めに、アクティブ・シティズンシップや市民

コンピテンシーのインディケーターの開発

と、各国の比較を行うことで、政策担当者へ

の判断材料を提供している。このようなイン

ディケーターの開発が EU で積極的に行われ

ているのは、OMC という政策協調が採用され、

各国が共通の数値目標を目指すようになっ

たことに起因しているが、EU の各国レベルの

均質化を図ると同時に、EU全体の教育レベル

の向上が目指されているとも考えられる。こ

のことは、PISA 等の国際的な学力調査と同様

に、数値による教育の達成度を重視する近年

のヨーロッパの教育動向とも呼応している

といえる。このように、グローバル化に対応

し、「知識基盤型経済」社会のなかで生き残

れる個の実現とともに、政治や社会に積極的

に参加し、異なる他者と協働することで、社

会的結束を強めていくことのできるアクテ

ィブ・シティズンシップが求められているこ

とが明らかになった。 

（２）ドイツとオーストリアのシティズンシ

ップ教育の動向 

オーストリアにはシティズンシップ教育

を担う教科がなく、全教科を横断的に束ねる

教育方針として位置づけられ、教科として教

授されていなかったが、2008 年からは歴史教

育のなかに「政治（Politik）教育」を付加

するカリキュラム改訂が進んでいる。そのた



 

 

めにウィーン大学にオーストリアで初めて

「政治教育」を専門とする教授がドイツから

招聘され、教員養成におけるシティズンシッ

プ教育の普及が進められている。 

ウィーン大学ザンダー教授へのインタビ

ュー及び、文献調査から、オーストリアでは

ドイツとは異なり、戦後に「犠牲者」として

の認識があったことや二大政党の軋轢など、

教科としての「政治教育」を阻む要因があっ

たことが判明した。しかしながら、選挙権を

もつ年齢の引き下げがきっかけとなり、シテ

ィズンシップ教育が重視されるようになっ

た結果、「政治教育」が教科として導入され

るに至ったが、その背景には移民やグローバ

ル化の影響で、ヨーロッパ社会が変化してい

くなかで、それに対応できる新たな市民像が

求められていることが窺われる。 

このように、オーストリアではドイツから

教授を招聘していることもあり、「政治教育」

の理念や教授法などはドイツの影響を強く

受けることが予想されるが、両国は「政治教

育」が教科として導入された歴史的経緯も、

教科としての位置づけも異なる。欧州評議会

の「民主的シティズンシップ教育のための教

育」については、オーストリアは積極的に参

加し、コーディネーターの国際会議の開催や、

「民主的シティズンシップ教育のための教

育」のアクションデイを毎年行っている。 

一方、シティズンシップ教育を担ってきた

「政治教育」の伝統があるドイツでは、EU お

よび欧州評議会の提唱するシティズンシッ

プ教育の受け止め方が多様であることが明

らかになった。欧州評議会の「民主的シティ

ズンシップ教育のための教育」に対しては、

ドイツでは各州の文科省の「政治教育」担当

者がネットワークを作り、情報の共有化を図

っている。また、「政治教育」におけるスタ

ンダードやコンピテンシー作りも、「政治教

育」関係者の学会で行われており、コンピテ

ンシー重視の EU の教育政策と呼応している

ようにも見受けられる。しかしながら、欧州

評議会の提唱する「民主的シティズンシップ

教育のための教育」においては、あらゆる教

科や教科外活動においてもシティズンシッ

プ教育の推進が求められており、「政治教育」

担当者とそれ以外の教科や課外活動の分野

においての提携が大きな課題となっている

ことが明らかになった。 

（３）研究の展望 

各国の「シティズンシップ教育」に関する

研究が多くあるなかで、EUや欧州評議会のよ

うな超国家機関の推奨するシティズンシッ

プ教育の構想を捉え、その有効性を検証する

研究はあまり例がなく、またドイツとオース

トリアというアプローチの異なる二国の視

点から、超国家機関の影響を検証した点にお

いて、シティズンシップ教育研究の新たな研

究分野を開拓した。   
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